
日 薬 業 発 第 2 5 9 号 

令 和 ２ 年 ８ 月 28 日 

 

都道府県薬剤師会担当役員殿 

 

日 本 薬 剤 師 会 

副会長  森  昌平 

 

 

疑義解釈資料の送付について（その 29） 

 

標記について、厚生労働省保険局医療課から別添のとおり連絡がありましたの

でお知らせいたします。   
令和２年度診療報酬改定に関する疑義解釈資料につきましては、令和２年７月

22 日付け日薬業発第 213 号（その 23）にてお知らせしたところですが、今般、

別添のとおり一部訂正がございました。 
取り急ぎお知らせいたしますので、宜しくお取り計らいくださいますようお願

い申し上げます。 
なお、これら資料につきましては、以下の URL から閲覧が可能なほか、本会

ホームページにも後日掲載予定であることを申し添えます。 

 

 

〇「令和２年度診療報酬改定について」 
厚生労働省ホームページ > 政策について > 分野別の政策一覧 > 健康・医療 > 
医療保険 > 令和２年度診療報酬改定について 

 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00027.html 
 

 



事 務 連 絡 

令和２年８月 25 日 

 

 

関 係 団 体  御中 

 

 

厚生労働省保険局医療課 

 

 

疑義解釈資料の送付について（その 29） 

 

 

標記につきまして、別紙のとおり、地方厚生(支)局医療課、都道府県民生主

管部(局)国民健康保険主管課(部)及び都道府県後期高齢者医療主管部(局)後期

高齢者医療主管課(部)あて連絡しましたので、別添団体各位におかれましても、

関係者に対し周知を図られますよう協力方お願いいたします。 

 



                  事  務  連  絡 

令和２年８月 25 日 

 

 

 

地 方 厚 生 ( 支 ) 局 医 療 課  

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）    御中 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課 ( 部 ) 

 

 

厚生労働省保険局医療課  

 

 

疑義解釈資料の送付について（その 29） 

 

 

診療報酬の算定方法の一部を改正する件（令和２年厚生労働省告示第 57 号）

等については、「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項に

ついて」（令和２年３月５日保医発 0305 第１号）等により、令和２年４月１

日より実施することとしているところであるが、今般、その取扱いに係る疑

義照会資料を別添１のとおり取りまとめたので、参考までに送付いたします。 

なお、「疑義解釈資料の送付について（その１）」（令和２年３月 31 日付

事務連絡）及び「疑義解釈資料の送付について（その 23）」（令和２年７月

20 日付事務連絡）を別添２及び別添３のとおり訂正いたしますので、併せて

送付いたします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

manami-abe

＜抄＞



（別添３） 
調剤診療報酬点数表関係 

 
【調剤基本料】 

問１ 「平成 30 年４月１日以降に開局したものに限り「特定の保険医療機関

と不動産の賃貸借取引関係にある保険薬局」と判断する。」とあるが、平

成 30 年３月 31 日以前に開局したもので、平成 30 年４月１日以降に特定

の保険医療機関と不動産の賃貸借取引関係にある保険薬局となった場合

は、どのように判断するのか。 

（答）平成 30 年３月 31 日以前に開局したものであっても、当該規定の趣旨

を踏まえ、平成 30 年４月１日以降に特定の保険医療機関と不動産の賃貸

借取引関係にある保険薬局保険医療機関となった場合には、特定の保険

医療機関と不動産の賃貸借取引関係にある保険薬局と判断する。 

なお、平成 28 年９月 30 日以前に開局した保険薬局であって、平成 28 

年 10 月１日以降に病院である特定の保険医療機関と不動産の賃貸借取引

関係にある保険薬局保険医療機関となった場合も同様に、特定の保険医療

機関と不動産の賃貸借取引関係にある保険薬局と判断する。 

 

 


